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科学技術基本計画
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はじめに
21世紀に入って10年を経た現在、人類社会は環境、エネルギー、食料、感染症など、地球規模の様々
な問題に直面している。さらに、平成23年３月11日に発生した東日本大震災は、広範な地域、そして
長期にわたって甚大な被害をもたらし、自然災害に対する脅威を新たにするとともに、原子力の安全
性向上やエネルギー政策の在り方について世界的な再考を迫っている。このような過去に例を見ない
世界規模の多様な問題に対峙しなければならない中、人類社会は危機を克服し、次なる繁栄を導くた
めの新たな秩序の形成に向けた挑戦を続けなければならない。
現下の世界を取り巻く状況において、いかなる国も一国のみでこれらの問題を解決することはでき
ない。大規模な自然災害や地球温暖化、エネルギー、食料、水資源等にまつわる問題は、世界各国が
協調、協力して取り組まなければならない人類的課題である。多様な価値観や利益が国境を越えて交
錯するグローバル社会において、こうした課題への挑戦は、世界を共生に導く価値観の形成につなが
るものであり、これは科学技術（「科学及び技術」をいう。以下同じ。）の使命でもある。我が国は、
科学技術の先進国として、これらの問題に世界に先駆けて対峙するとともに、その経験と成果を世界
と共有することを目指していくべきである。
平成７年、「我が国における科学技術の水準の向上を図り、もって我が国の経済社会の発展と国民の
福祉の向上に寄与するとともに世界の科学技術の進歩と人類社会の持続的な発展に貢献することを目
的とする」という高い理念の下に、科学技術基本法が制定された。同法に基づき、３期15年間にわたっ
て科学技術基本計画（以下「基本計画」という。）を策定し、その実行によって、厳しい財政事情の中
にあっても研究開発投資の拡充が図られ、世界をリードする研究成果や数々の実績を上げてきた。一
方、この間、我が国の国内総生産は伸び悩み、環境や医療等でも課題が山積するなど、科学技術の成
果を新産業や雇用の創出、国民の福祉向上、さらには今回の震災をはじめとする自然災害対応など、
社会的な問題の解決に必ずしも有効に活かすことができなかった面も否めない。
平成23年度からの５か年を対象とする第４期基本計画の策定に当たっては、科学技術政策の役割を、
科学技術の一層の振興を図ることはもとより、人類社会が抱える様々な課題への対応を図るためのも
のとして捉える。さらに、科学技術政策を国家戦略の根幹と位置付け、他の重要政策とも密接に連携
しつつ、科学技術によるイノベーションの実現に向けた政策展開を目指していく。すなわち、第４期
基本計画は、第３期基本計画までの成果と課題を踏まえて政策を更に発展させ、科学技術とイノベー
ションを一体的に推進することにより、様々な価値創造をもたらすための新たな戦略と仕組みを構築
するものである。˜
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